


























十 河 隼 人
（ 1 ）　原田國男『量刑判断の実際〔第 3 版〕』（成文堂、2008年）353頁以下、同『裁判員裁判
と量刑法』（成文堂、2011年）16頁以下参照。
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（ 7 ）　井田良「量刑理論の体系化のための覚書」慶法69巻 2 号（1996年）305頁参照。
（ 8 ）　井田・前掲注（ 7 ）297頁、城下裕二『量刑理論の現代的課題〔増補版〕』（成文堂、
2009年）121頁、同『責任と刑罰の現在』（成文堂、2019年）281頁など参照。
（ 9 ）　Andrew von Hirsch and Andrew Ashworth, ‘Equity Factors in Sentencing’ in 
Proportionate Sentencing: Exploring the Principles （OUP, 2005） app 1.
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　紹介論文の基本的内容を要約すれば次の通りである。すなわち紹介論文は、①

































い る（von Hirsch and Ashworth （n 9） 17 ff; see also Andrew von Hirsch, Censure and 















































































具体的な各事情は 1 項各号に定められている。同 2 項は、「特別な理由」のある
場合における、衡平理由の考慮による処断刑の下回りを許容している。
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二．紹介論文の内容



































































（19）　［1997］ 1  Cr App R （S） 135.〔原文文末注 7 〕
（20）　内務大臣は、「例外的な状況において」、または「温情的な見地から」受刑者を釈放する
権限を有する。1991年刑事司法法（Criminal Justice Act 1991）第36条。〔原文文末注 8 〕
（21）　John Tasioulas, ‘Mercy’, Proceedings of the Aristotelian Society, CIII: 101─132. 〔原文文
末注12〕


































































undue loss of self-esteem）、この非難を受け容れて建設的に応答するための環境を
必要とする。③この点、著しく高齢であり、あるいは重篤な疾病を抱える者にと















































4 4 4 4
自身の行為の不正性を正しく認識した
ことを徴憑すると共に、被害者に対して












































































































（30）　以上の理論的・実践的問題点については、Franz Streng, Strafrechtliche Sanktionen, 3. 
überarbeitete Auflage, 2012, Rn. 720および小池・前掲注（28）34頁以下参照。
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よって左右されうる



























































4 4 4 4 4
要素が判明する可能性
は十分に存在する。しかし同時に、これまで知られていなかった責任非難の








































































































ている。See Andreas von Hirsch, Deserved Criminal Sentences （Hart Publishing, 2017） 89─
93.  論者の体系からも、この範囲での考慮は可能であろう。
（40）　最近の検討として、例えば飯島暢「刑罰論から見た時効制度」伊東研祐ほか編・前掲注
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を指摘できよう。
【付記】
　本稿は、日本学術振興会令和元年度科学研究費（特別研究員奨励費：課題番号
19J21093）に基づく研究成果の一部である。
（10）277頁以下参照。ちなみに、イギリスには公訴時効制度が存在しないが、スウェーデン
では、公訴時効に関する規定は、刑の時効に関する規定とともに刑法第35章に置かれてい
る。
